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講師プロフィール

税理士法人フォース 代表社員 小林 祐士

 2005年 有限責任あずさ監査法人入社
一部上場企業の法定監査のほか、公益法人（会計監査人設置義務あり）の監査や平
成２０年基準への移行対応、内部統制の構築サポートに従事。

 2011年 税理士法人フォースに入社
全国に組織展開する公益社団法人（会計監査人設置義務あり）の内部監査に従事。

 2019年 税理士法人フォース 代表社員に就任 現在に至る

保有資格等
 公認会計士（第２３７３７号）
 税理士（第１２６５４９号）
 東京税理士会町田支部 幹事
 野村證券株式会社町田支店 参与
 一橋大学大学院 国際企業戦略研究科 経営法務修士課程卒業 （経営法修士）

2



公益法人会計基準について
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会計の目的
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•企業会計の目的
企業会計は、外部報告上、決算を中心とする事後の会計として、株主
に対する配当可能利益を確定し、関係者の利害調整を図るために企
業の損益を合理的に計算すること、及び、企業の経営成績や財政状
態を把握し、その内容を株主や債権者等の外部利害関係者へ開示す
ることを主たる目的とする。

（財務省HP 公会計に関する基本的考え方より）



公益法人会計基準の目的

•総則１

「この会計基準は、公益法人の財務諸表及び附属明細書並びに財産

目録の作成の基準を定め、公益法人の健全なる運営に資することを

目的とする」
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公益法人会計基準の変遷
昭和５２年３月４日 公益法人監督事務連絡協議会の申し合わせとして設定

昭和６０年９月１７日 会計帳簿及び計算書類を作成するための基準として活用されるべく改正

平成２０年４月１１日
内閣府公益認定等委員会による全面的な改正。公益法人制度改革関連３法へ
の対応のため。『平成２０年基準』という。

平成１６年１０月１４日
公益法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡協議申し合わせとして全面的
な改正。『平成１６年基準』という。
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一般に公正妥当と認められる会計の慣行

•一般的に経理規程に定められる文言

• では、具体的に「一般に公正妥当と認められる会計の慣行」とは？

•公益法人会計基準と同運用指針

•日本公認会計士協会 非営利法人委員会実務指針 等
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内閣府Q&A

8



企業会計基準の適用
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問Ⅵ-4-③
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問Ⅵ-4-④
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令和２年５月の改正

•公益法人会計基準 第５ 財務諸表の注記（１）
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改正前 改正後

継続事業の前提に関する注記 継続組織の前提に関する注記

• 公益法人会計基準は、継続組織の前提が成立していることを前提に適用される
• 継続組織の前提が成立していない場合は、清算を前提にした会計基準など別の枠組みに移る



継続組織の前提
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決算書の概要
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公益法人が作成すべき財務諸表等

財務諸表

貸借対照表

貸借対照表内訳表
※収益事業等からの繰入など一定の要件を満たす場合

正味財産増減計算書

正味財産増減計算書内訳表
※１ 公益目的事業会計・収益等事業会計・法人会計に区分
※２ 事業区分の必要（公１などの事業区分のこと）

キャッシュ・フロー計算書
※会計監査人設置義務のある法人のみ
以下のいずれかの要件を満たす場合は設置義務あり
① 収益の額が１，０００億円以上
② 費用及び損失の額の合計額が１，０００億円以上
③ 負債の額が５０億円以上

財務諸表に対する注記

附属明細書 ー

財産目録 ー

※リーガルサポート定款第６４条に作成書類の規定あり 15



会計区分

•公益法人会計基準第１総則５
「公益法人は、法令の要請等により、必要と認めた場合には会計区分
を設けなければならない」

•公益法人会計基準注解２
「当該公益法人が有する会計区分間において生ずる内部取引高は、
正味財産増減計算書内訳表において相殺消去するものとする。
また、会計区分間における内部貸借取引の残高は、貸借対照表内訳
表において相殺消去するものとする。」
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会計区分の内容

会計区分 主な内容

公益目的事業会計
公益目的事業であって不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与する事業を経理
する会計区分

法人会計
公益目的事業会計・収益事業等会計に区分できない管理業務に関する管理費やそ
の他法人全般に係る事項を経理する会計区分

内部取引消去会計 会計区分間における内部取引高や内部貸借取引の残高を相殺消去する会計区分

（収益事業等会計） 公益目的事業以外の収益事業とその他の事業を経理する会計区分
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事業年度

•公益法人会計基準第１総則４
「公益法人の事業年度は、定款で定められた期間によるものとする」

• ＬＳ定款第６１条
「この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わ
る。」
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貸借対照表

資産合計＝負債合計＋正味財産合計
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正味財産増減計算書
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正味財産増減計算書内訳表

① 事業費は「公益目的事業会計」区分・「収益事業会
計」区分のみに計上される

② 管理費は「法人会計」区分のみに計上される
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財務諸表の注記

• 財務諸表についての会計処理の前提や補足情報を
開示する書類
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財産目録

• 貸借対照表の補足情報
• 事業年度末現在における全ての資産及び負債につ
いて、その名称、数量、使用目的、価額等を詳細に表
示した書類

• 支部を有する法人は、支部単位で明細を作成する
• 特定費用準備資金や資産取得資金を有する場合は、
使用目的等の欄に明示する
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財務諸表等の繋がり

附属明細書

貸借対照表
正味財産増減
計算書

正味財産増減
計算書内訳表

財産目録

財務諸表に
対する注記
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財務３基準について
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財務３基準

① 公益目的事業に係る収入が適正な費用を超えないと見込まれること（収支相償）

② 公益目的事業比率（費用ベース）が50/100 以上になると見込まれること

③ 遊休財産額が年間の公益目的事業費を超えないと見込まれること

26



収支相償と目的

公益法人認定法第１４条
公益法人は、その公益目的事業を行うに当たり、当該公益目的事業の実施に要する適正な費用を償う額を
超える収入を得てはならない。

公益目的事業は、不特定多数の者の利益の増進に寄与すべきものであり、これに充てるべき財源を最大限
に活用して無対価または低廉な対価を設定し、受益の範囲を可能な限り拡大することが求められている。
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収支相償の判定は２段階

＜第１段階＞
公益性が認められる公益事業目的を単位として、当該事業に関連付けられた経常収益と経常費用とを比較
する。

＜第２段階＞
第１段階の収支相償を満たす事業に係る経常収益及び経常費用に加え、公益目的事業に係る会計に属す
るが、特定の事業と関連付けられない公益に係るその他の経常収益及び経常費用を合計し、特定費用準備
資金、公益目的保有財産等に係る一定の調整計算を行ったうえで収支を比較する。
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別表Ａ（１）
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内訳表との関係
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公益目的事業比率

公益認定法第１５条
公益法人は、毎事業年度における公益目的事業費率が１００分の５０以上となるように公益目的事業を行わ
なければならない。

公益目的事業に係る経常費用額を法人全体の経常費用額で除して計算する。
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別表Ｂ（１）

（参考）
特定費用準備資金
① 積立繰入額
会計上は貸借対照表上の取引（損益が発生しない取引）で
あるが、繰入額をみなし費用として取り扱う。
収支相償の判定でも同様～別表Ａ(1)

② 取崩額
将来特定の活動実施で支出するために準備資金を取り崩
したときは、当該取崩は、事業比率の算定上は費用額の減
算とみなす。
収支相償の判定上は収入とみなす～別表Ａ(1)
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別表Ｂ（５）
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特定費用準備資金と設定要件

34



別表Ｃ（５）特定費用準備資金
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遊休財産額の趣旨

① 遊休財産
法人の財産の中で具体的な使途の定まっていない財産

② 控除対象財産
法人の財産の中で目的や用途が具体的に定まっている財産

遊休財産額の計算方法
遊休財産額＝総資産－総負債－（控除対象財産－対応負債）
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別表Ｃ（１）遊休財産額の保有制限の判定
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控除対象財産（遊休財産額に含まないもの）
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研修は以上となります。
ご視聴いただきありがとうございました。

※2022年2月の収録日時点の情報に基づいて作成しております。
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